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重慶大学人材招聘訪日団との交流   
2010年6月1１日（金） 於 東京大学 本郷 山上会館 

 

当協会は、６月１１日（金）来日中の重慶

大学使節団と交流会を実施した。 

重慶大学は９８５プロジェクト重点大学と

しての施設設備を増強してきたが、学生数が

増大、教育研究人材が不足。今回、大学幹部

が人材の募集に来日し、当協会と交流した。 

当協会からは有山理事長、藤崎副理事長、

永崎事務局長、中河会員、紹介者の陳昱Chen 
Yu東京大学准教授が出席し、重慶大学からは
張四平副学長、彭向和教授、何中市教授、張

勝涛院長、李英民教授、龍慶会院長助理の６

名が出席し、有山理事長から当協会の紹介、

重慶大学張副学長から来日の趣旨説明がなさ

れ、その後、人材派遣について双方で意見交

換がなされた。 

 

 

  

１．重慶大学の来日趣旨 

 重慶大学の歴史は長い。１９２９年開校し、

１９３５年省立大学になり、１９４２年に国

立大学になり、文学、法学、商学、技術など

の６学科を統合し、総合大学になった。 

１９６２年中国初の重点大学（２００校）に

指定された。１９９５年国家重点大学（２１

１校）に指定され、２００１年中国９８５プ

ロジェクト大学３０校に指定された。   

中国の経済発展は早く、国際化を図る必要が

ある。現在の大学数は３０００校で、民間と

社会の力で拡大してきている。 

学生数が増大し、重点大学としてのプレッシ

ャーがあり、敷地面積、施設設備が増大して

きたが、人材ソフト面が不足している。 

そのため、今年は学長、副学長、書記１２人

が人材探しに派遣された。日本は第一番目の

訪問国である。募集人材の対象は日本の有名

大学の卒業生や退職有名教授で、高齢は問題

ではなく、健康で長期滞在し、研究指導がで

き、大プロジェクトを呼び込める人がほしい。

重点分野は材料工学、エネルギー工学、原子

力工学、環境工学である。  

重慶市は直轄都市で、中国の５大中心都市に

する計画で、是非日本の人材を招聘したい。 

 

２．協会の意見と推薦 

日本の有名大学の退職有名教授は各種委員

会の委員に任命され、海外勤務は困難と思わ

れる。初めは短期で赴任し、長期滞在に移行

する方が入りやすいと思われる。 

 

協会からは核燃料分野の国際的プロジェク

トを指導して来られた方を推薦した。 
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2009年度事業報告会 
2010年6月10日（木） 於 東京大学 本郷 山上会館 

  

当協会は、６月１０日（木）第７回総会

後、2009年度に実施した下記の 2件の業務

について、報告会を実施した。 

 

① 海南島との科学技術交流報告（3月） 

② 中国のエネルギー状況 

 

報告の概要は以下の通りである。 

 

 
  発表者の藤田先生、成川氏 

 
  講演会後の懇親会参加者 
 
 

海南島等との科学技術交流報告 

藤田 豊久 

東京大学大学院工学系研究科地球シス

テム工学専攻教授、（池知氏 東京大学

学生） 
 

日時 ２０１０年３月１８日―２６日 

訪問者  

東京大学 藤田豊久教授、矢形、成川、池

知 

１．訪問先         

・ 材料与化工学院  

・ 国際文化交流学院 

・ 外国語学院 

・ 海南省政府科学技術部（呉松先生） 

・ 海南省環境科学研究院 

・ 海南省日本人会 

 

２．海南島の位置 

 
中国最南端 中国最大の島（九州） 

北緯 20度付近・「中国のハワイ」 

特産品： ゴム、ヤシ、果物 

 
 

３．海南島の独自性 

①海南島はアジア圏の中心的位置にあり、

地理的に優位である。また、島であるため、

中国本土に比べて政治的にも中立である。 

②中国本土・アジアへ向けた国際情報発

信基地・国際交流拠点になる。 

海南島は中国で 5 番目に経済特区に指定

され、経済成長が著しい。 

③中国で唯一の熱帯地域、豊かな自然が

残る。中国政府は海南島を「国際観光島」
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に指定し、世界のリゾート地としてインフ

ラ整備が進む。 

④自然を生かした環境プロジェクトが盛

ん。観光・リゾート維持の環境保護制度の

構築 

 

４．海南島が目指しているもの 

①中国の成長牽引要素の変化 

 製造業主体の経済から、環境産業へ 

「国際観光島」として重点成長地域に指定

され、より厳格な環境保護制度やインフラ

整備が進む。 

中央政府に「海南省委員会」が設置。 

今後、海南島に集中的な資金投下が予想

され、主に環境、観光など「新しい経済発

展」を志向。 

②海南島のエネルギー 

石油 

 海南島西部で石油が採れる。現在火力発

電が主であるが、経済成長に伴い今後は太

陽エネルギー、風力発電等の新エネルギー

への転換が必要である。 

原子力発電所 

 現在海南島西部の昌江に原子力発電所

が建設中。2015年度から商業用に稼働開始。 

③文昌衛星発射センター 

中国の宇宙戦略として、文昌市に衛星発

射センターを建設中。海南島は中国で最も

緯度が低く、発射に便利。 

ロケットの海上輸送が可能。 

「アジアの宇宙基地」を目指し、2014年か

ら稼働予定。 

 

４．海南省政府科学技術部 

海南省政府科学技術部の呉松副処長を訪

問。海南島の環境問題の現状、科学技術に

よる対処の限界、海南島固有の環境を生か

した研究を話していただいた。日本との協

力の可能性を話し合った。 

 
呉松処長、藤田、成川、池知、矢形 

呉松処長より今後の日中科学技術交流

協会の訪問が歓迎された。 

 

５．海南省環境科学研究院 

二つの機関が合併し、2002 年に設立。海

南省国土環境資源庁直属で、省唯一の環境

科学専門研究機関。 

主な研究内容 

 環境影響評価、環境管理。 

 海域の水質・飲料水の改善。 

 生活排水・工業排水の浄化。 

地下水・土壌の汚染調査。 

 

６．海南省環境科学研究院 

藤田教授の講演、研究発表 

海南島の環境問題の現状と日本との技術

協力・交流の可否を話し合った。 

 →今後、日中科学技術交流協会の訪問時

には、より具体的に協力・交流を進めるこ

とができる。 

  今回は先遣隊としての訪問の役割を果

たした。 

 

７．海南大学 

東京大学関係者： 

①海南大学学長の李建保教授は東京大学

学友会（赤門学友会）の元副会長。  

東大北京校友会代表(兼清華大学教授) 

②国際文化交流学の楊雲升院長 

 

材料与化工学院 

藤田豊久東京大学教授の基調講演後、専

門のリサイクル環境浄化分野で海南大学、

海南省との協力・交流の可能性を議論。そ

の後、施設を見学。 

 

国際文化交流学院 

矢形研究員と学生 2 人は、国際文化交流

学院の留学生寮に宿泊し、一週間の中国語

のクラスを体験。午前中は中国語、午後は

太極拳、歌、習字等を学習。 

 

８．日本の戦略と海南島の親日性 

海南島は日本人の注目がまだ薄いが、各

機関を訪問して感じたことは、海南島の

人々は親日的である。 
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資源・環境問題が喫緊の課題であり、今

後積極的に海南島と関係を構築すること

は、非常に意義がある。 

 

９．日本の ODA用途の一例 

 日中友好円借款プロジェクト（国際協力

銀行） 

①海南大学内の日中友好交流中心 

②海南大学内の教学楼 

 

１０．今後の訪問の提案 

①海南省政府科学技術部 

②海南省環境科学研究院、その他研究所 

③海南大学 

④原子力発電所 etc 

⑤衛星発射センター？ 

⑥ボアオ（ボアオ経済フォーラム開催） 

⑦香港の大学、政府機関の施設 

香港は華南の拠点都市で海南島に近い。 

  

 

中国のエネルギー状況 

永崎 隆雄 当協会事務局長 
 

当協会はスリーアール社から中国のエ

ネルギー状況の調査報告を受託し、永崎事

務局長が以下の内容を調査報告した。 
 

1 エネルギー事情を取り巻く環境 

2 経済発展とエネルギー消費状況 

3 エネルギー供給状況と安定・安全性 

4 環境問題の状況 

5 エネルギー産業の発展経緯と新経済形

勢下の対応状況 

6 エネルギーの経済性／価格改革 

7 エネルギー政策課題 
 

 

 単位 中国 日本 

ＧＤＰ  2008年 IMF 兆US㌦ ４．４ ４．９ 

1人当りＧＤＰ2008年 IMF 千㌦ ３．３ ３８．６ 

実質ＧＤＰ成長率2008年 ％ ９．０ －１．２（外務省） 

１次エネルギー消費 2008年 標準炭換算億トン ２８．５ 約８ 

エネルギー消費のGDP原単位 １次Ｅ億㌧／兆㌦ ６．４ 約１．６３ 

発電量       ０８年 兆KWH ３．４５ ０．８９ 

外貨準備     ０８年末 億US㌦ １９，４５０ １０，０３７ 

特許出願０８年 特許庁ＨＰ 万件 ８２．８ ３９．１ 

現在の日中経済比較

 

順位

世界 1,463

1 カタール 21,713

2 クウェート 13,815
3 アラブ首長国 13,300
4 トリニダード・トバゴ10,537
5 カナダ 7,518

6 米国 6,868

7 サウジアラビア 6,485
8 ノルウェー c 5,944
9 オランダ 5,451

10 オーストラリア 5,395

19 日本 3,401
22 韓国 3,262
49 中国 1,075

エネルギー消費2005年

１人当たり年間
（kg石油換算）

 
 

エネルギー資源の成因と分布概要 

チベット高原 高照太陽光で凍土の蒸発
上空で凝結⇒巨大ポンプ化

太平洋とインド洋の湿空気吸引

石炭
中原
蒙古草原平原沼地で倒木石炭化

石油・ガス
堆積盆地の
馬の背構造
生物死骸

新疆タリム盆地、
四川盆地・渤海
湾、海洋

水力
風力
太陽

アジアモ
ンスーン

ヒマラヤの雪
東南アジア多雨

長江（四川）・黄河

原子力
ウラン

7000万年前インド大陸が衝突し形成

2億年前の森林

豊かなアジアの食糧生産と人口集中

花崗岩に濃縮、地球表
面に浮上、大陸を形成

風化と含酸素
水でＵ溶解

還元性鉱物で沈殿濃縮遼寧、新疆、内蒙古、江西
石炭・鉄・希土類・りん鉱物  

 

資源の分布  

①石炭：山西省に３分の１、内蒙古に４分

の１の合計５６．７％がこの２省に分布  

②石油：黒龍江省に 20％、新疆に 15％、

海域に 13％、山東省に 12％分布 

③天然ガス：新疆に 22.２％、四川省に

17.8％、陝西省に 16.8％、内蒙古に 16.6％、

海域に８％分布  

④水力資源：南部の湖北省（２１％）、四

川省（１4.7％）、雲南省（１０．６％）、

広西（８．９％）が多い。消費地の広東や

浙江省にも水力資源は５．７％、２．４５％

分布している。 

⑤ウラン資源：江西省、内蒙古、新疆が多

く、広東省、遼寧省、雲南省、湖南省、広

西に存在する。原子力発電の立地は、ウラ

ン資源がある省に立地する傾向がある。  

⑥風力発電設備：草原牧草地の内蒙古が最
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大２３％、河北省１５％、吉林省１１％、

遼寧省１０％、新疆、広東省９．５％、寧

夏７．２％、山東省６．３％。 
各省の石炭資源埋蔵分布 ％ 2008年
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各省の天然ガス資源埋蔵分布 ％ 2008年
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合計 289,043 万㌧

各省の天然ガス資源埋蔵分布 ％ 2008年
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各省の水力発電分布　％　2008年
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各省のウラン資源埋蔵分布　％　2008年
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各省の風力発電設備容量分布　％　2006年
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各省の太陽エネルギー強度分布　kWh/㎡
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2009中国節能減排産業発展報告より作成
全潜在理論エネルギー　１．７兆㌧標準炭

 
⑦太陽エネルギー：平方ｋｍ当たり５．７

ｋＷ以上の地域： チベット、甘粛、青海、

寧夏、新疆など 

 

消費 1978年改
革開放

東部沿海開放
経済発展

石炭・鉄・希土類・りん鉱物

 

 
 

エネルギー資源埋蔵量 

石炭等固体燃料の探査深度：５００ｍ、発

見率：約３０％⇒向上余地アリ 

固体燃料資源の総回収率：約３０％で国際

先進水準より２０％低い⇒更に可採埋蔵

量は増 

随伴有用物質の回収も入れた鉱物資源総

合利用率：約３５％。鉱サイ利用率：１０％

以下。 
石油： 

自噴による１次回収量：総資源量の約２０

～３０％  

水やガスを注入して圧を上げて２次回収

を行う  

総油量の半分位 回収可  

　　４５　　
－－－
２３０

３４，０４９　①
潜在量４５５，７００　⑤　
可採量１７４，０００　⑤

７６０⑥億㎥天然G

　１５．６ 　
－－－　　
－－－　　
－－－　　
７０　

２９①
潜在量　　６５０⑦　　　　
総資源　１，０７３ ⑤　　　
確認済　　　２０６　⑤　　　
　可採量　　１２８　⑤　　　

１．８６ ⑥億㌧石油

軽水炉８３７０，０００ ③８４０ ③㌧Ｕ原子

再生可能経済開発可能量　17,600　　　　
潜在量　61,900 ②⑦５，８５２⑥億ｋWh水力

　１２９　　
　３７０ 　　
　　４０　　

　３，２６１①
確認可採量１０，３４５②
　　　１，１４５ ④　

２７．９ ⑥億㌧石炭

可採年数確認埋蔵量生産2008年単位

中国のエネルギー資源埋蔵量と可採年　

①中国統計年鑑2009②2009中国節能減排産業報告③ＷＮＡ2009④2008年BP統計 ⑤中国能源発展報告2009
（2009能源藍皮書）⑥中華人民共和国2008年国民経済和社会発展統計公報 ,⑦科学院　創新2050  

 

エネルギー資源のまとめ 

① 中国のエネルギーの潜在埋蔵量は豊富 
②探鉱活動によって更に増大する可能性

が高い。 
③石炭は現在発見率が３０％、利用率も３

０％と低い。⇒今後の技術の進歩で改善さ

れると考えられる。 
④資源分布は、石炭は中原と内蒙古に、石

油は西部と東北部と海域に、天然ガスは西

部に、水力は南部に、ウランは南東部と西

部に分布。 
⑤大部分のエネルギー資源は東部沿海の

消費地に離れている。 
⑥消費地の東部沿海への輸送が必要。 
需要急伸で輸送が追いつかず、送電線など

インフラ不十分⇒エネルギー資源の利用

に不安定性発生。 
⑦輸送システム整備⇒資源開発の採算性

向上⇒開発活性化。 
⑧原子力発電は輸送インフラの過大な投

石油ガス
開発

消費地

パイプライン建設

豊豊

裕裕

地地

帯帯

貧貧

困困

地地

帯帯 水力
開発

石油

石油

石油

原子力開発
送電網建設

海外石油開発

輸入

石炭
開発

送電網建設
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資を伴わないエネルギーで炭酸ガス問題

もないエネルギーで今後ますます建設ニ

ーズが上がると考えられる。 
 

E 消費地は、東部沿海側。生産は内陸部 

⇒輸送問題が深刻  

石油天然ガス:パイプライン建設進展  

石炭:主に鉄道と高速道路大⇒雪輸送途絶

問題 ⇒炭鉱山発電   消費地へ送電⇒電

力網と山本発電所の建設  

 

各省の電力消費の伸び
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建国６0年の中国エネルギー需給の推移
2008年消費： ２８．５億㌧標準炭 世界第２位、日本の３．５倍
2008年生産： ２６．０億㌧標準炭 米国・ロシアに次ぐ第３位。

２．５億㌧が不足
世界の１０％を生産し消費。 純輸入国。  

13

建国以来のエネルギー生産と消費
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石炭:  生産余剰あり
石油:  
1993年以後純輸入国 (世界二位の原油輸入国) 消費量の約半分を輸入。
2008年の原油輸入量１．７９億t、中東依存率は５０．1％（ 8,960万t）。
国内の一次エネルギーに対する石油依存 ２0％。  

 

エネルギー消費構造 世界比較  

中国消費
石炭： ７割
化石燃料：9割以上  

中国生産
石炭： ８割
化石燃料：9割以上  

中国は石炭を主に、化石燃料過度依存  
2008年エネルギー構成％
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エネルギー消費構成　％
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石炭消費　％

原油消費　％

天然ガス消費　％

水力消費　％

石油割合増大

石炭割合減少

石炭横ばい

国有企業改革減産

脱石油

水力・原子力・風力、ガス増大

石炭増

 
 

1 次エネルギー消費産業構造  

中国は工業に 70%消費集中、ドイツ２６％ 

中国は工業、生活、交通が伸、 

構成は工業、交通が拡大 

各国の産業別1次エネルギー消費（％）

70.90%
44.20%

26.00%

11.20%

13.80%
30 .00%

7.10%
24.90% 27 .90%

6.4 0% 12 .3 0% 15.80%
4.5 0% 2.90% 0
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100%

 中国（１）  日本（２） ドイツ（３）

農村・水産業

 商業・サービス業

 交通運輸

家庭

鉱工業・建築

 
 

中国エネルギー源別の産業利用構造
石炭：９５％が工業分野
工業分野での比率：
発電利用５０％
鉄鋼生産１８．７％（石炭８．７％、コークス１０％）
セメント工業など：６．６％  

1次エネルギー消費構成2003年　比較
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原油：
• 精製加工８９％（ガソリン１６％。軽油４％、ディーゼ
ル油３７％、燃料油１２％、その他２０％
• 採鉱と化学工業に１１％  
精製加工油
運輸業（ガソリンの５０％、軽油の９１％、ディーゼル
油の５４％、燃料油の３４％）
工業（ガソリン１０％、軽油３．６％、ディーゼル油１３．
８％、燃料油６４．６％）  
天然ガス
工業：７３．３％と最多
生活用：１９．２％

電力
工業：７５％と最多
生活用：11.1％  

2007年産業別エネルギー消費
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2007年中国各エネルギーの産業別消費　％
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業
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2007年中国各エネルギーの工業消費の内訳　％
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2007年原油消費の産業構成
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石油消費 

工業と交通運輸分野が伸びている。 

原子力発電による電力供給で電気自動車

等に代替する必要がある。 

石油の消費構成
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エネルギー消費効率の改革  

エネルギー消費構造の特徴

GDP１万元当りのエネルギー消費の多い産業

工業＞交通運輸業＞農林漁業＝建築業＞商業ホテル飲食

２００７年／ 1990年の効率改善
総合１／５、工業：１／５．７、 交通：１／２．８、農業：１
／３．３、建築：１／５．０ 、商業：１／３．３  
万元当たり消費エネルギー㌧標準炭

年 1990 1995 2000 2005 2007

工業 9.85 3.86 2.38 2.07 1.72
交通運輸 3.89 1.81 1.63 1.53 1.39

 建築業 1.41 0.36 0.39 0.34 0.28
その他産業 1.10 0.42 0.26 0.19 0.15
農林牧漁 0.96 0.45 0.40 0.36 0.29

商業　ホテル飲食 0.79 0.34 0.29 0.28 0.24

総合 5.29 2.16 1.40 1.23 1.03

出典：中国統計年鑑２００９より計算  
～２００３年：
弾性係数＝0.5 程度
エネルギー消費伸び＝経済成長の伸びの半分

WTO加盟後2003年～
弾性係数＞１
エネルギー多消費
エネ消費＞経済成長率 鉄、セメント、電解ア
ルミの大規模な設備投資が原因

２００４年ピーク後
エネ消費抑制
電解アルミ新設の禁止、 差別的価格制度等で
アルミ生産を抑制
鉄、セメントの中小規模プラント新設厳禁、会
社整理・統合を通じて生産性とエネルギー利用効
率の向上を図ろうとしている。

２００８年：0.4 程度  

中国エネルギー消費産業構成割合％の推移
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エネルギー消費構造の改革

２０１０年必達目標

z 単位ＧＤＰ当
エネルギー消費削減率 対2006年 ２０％

１）工業の省エネ技術改善 先進技術を導入する
２）エネルギー価格値上げ 消費を抑制する

２００７年
z エネルギー効率トップ1000 企業行動計画を発動
z 資源集約的な産業の段階的廃止
z 原子力の奨励などを目指した

「産業構造調整指導目録」を改正
z エネルギー多消費産業に対する優遇策を撤廃
z 原油・石炭の輸入関税を引き下げ
z コークス、合金鋼、鉄鋼製品の輸出関税引き上げ

２００８年
z 省エネ法の施行
z エネルギー消費国家基準を改定・制定
z 原子力発電の税制を優遇し、石油消費税を増税し、環境税の導入  

 

工業分野の省エネ状況  
エネルギー多消費工業

電力、鉄、非鉄金属、石油化学、建材、化学、軽工業、繊維
主要先進国より40％高いエネルギー消費。  
国際水準未達分野

製紙パルプ３.２６倍消費
改善余地 大  
主要工業単位生産当たりのエネルギー消費の国際水準倍率
出典：２００９中国節能減排産業発展報告　中国電力出版社

工業 国際水準 単位 1980年 1990年 2000年 2004年
火力発電 303 ｋｇ標準炭/kWh 1.36 1.29 1.20 －
火力供電 320 ｋｇ標準炭/kWh 1.40 1.33 1.23 1.18
原炭生産 30 ｋＷh/ｔ 1.14 1.47 1.03 －
鉄鋼生産 646 ｋｇ標準炭/ｔ － 1.54 1.21 1.09
銅冶金 820 ｋｇ標準炭/ｔ 2.47 2.08 1.65 －
アルミ製錬総合 5800 ｋｇ標準炭/ｔ － 1.21 1.11 －
電解アルミ 12900 ｋＷh/ｔ － － 1.20 －
乙エチレン合成 550 ｋｇ標準炭/ｔ 3.66 2.87 2.20 1.28
アンモニア合成 990 ｋｇ標準炭/ｔ － － 1.39 1.25
電石生産 3000 ｋＷh/ｔ － － － 1.17
黄燐生産総合 7000 ｋｇ標準炭/ｔ － － － 1.06
セメント総合 102 ｋｇ標準炭/ｔ 2.15 1.97 1.65 1.53
平板ガラス 16 ｋｇ標準炭/箱 2.02 2.18 1.56 1.56
建築陶器総合 280 ｋｇ標準炭/ｔ － － － 1.10
製紙パルプ 168 ｋｇ標準炭/ｔ － － － 3.26

国際水準に対する倍率単位生産当たりエネ消費

 
1980 1989 1997 2000 西洋諸国

中国工業エネル
ギー利用効率％ 38.7 40.5 46.3 49.6 65

中国の発電等エネルギー転換効率の推移
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中国の省エネ減排の主要プロジェクト  
1. 工業用ボイラーの熱効率改善

中国の熱効率６０～６５％（世界はこれより１５～２０％高い）
２．余熱回収

３．石油の省エネと代替
４．電機設備の省エネ
５ エネルギーシステム節約
６．建築の省エネ：省エネ建材使用

７．グリーンライトプロジェクト：ＬＥＤ化
高効率照明製品1.5億個を導入する政策で、価格の３０～
５０％を政府が補助

８．政府機構省エネプロジェク
９．省エネ監視と技術サービスシステム建設プロジェクト  

2008年10月までに既に3,210万kWの小火力発電所を停止

2009年は1,300万kWを停止する計画
更に閉鎖小火力発電所規模を12.5万kWまで拡大し

更に老朽化した20万kWまで拡大すれば、二酸化イオウ
と二酸化炭素の排出削減は６８万㌧と6,500万㌧になる  

 

エネルギー価格の引き上げ改革  
政府指導価格⇒中国エネルギー価格の低価格化⇒真剣に省エネルギーに取り組

まない。
エネルギー価格の自由化、市場価格化⇒価格引き上げ⇒省エネルギーへ

2007年 全人代 温家宝総理 示唆

⇒重要な資源関連製品の価格改革の深化、資源税制度の充実、鉱物資源の有
償使用制度の健全化、エネルギー価格の引き上げ ⇒段階的なエネルギー価格引
き上げで着実に価格制度を改革

2006年6 月 全国の電気価格： １kWh 当たり、平均0.25 元 引き上げ
12 月 北京の民生用天然ガス価格 1㎥0.15 元 引き上げ

2006 年末 国家発展改革委員会 価格制度改革に関する報告書：E価格引き
上げ提言

2007年 石炭価格 2007年以来上昇 2008年7月最高200ドル/㌧近くになｒ
発電用一般価格： 契約ベースで約8％値上がり
エネルギー価格高騰 石油： 6月バレル14７ＵＳドル

2008年 リーマンショック
2008年 7月 豪州ＢＪ動力炭大暴落。中国の石炭に影響。

10月 石油 ：バレル36ＵＳ㌦に大暴落

２００８年１２月１８日 国務院 加工製品油価格と税金改革の通知公布

２００９年１ 従来の製品油価外徴収費を廃止。油価の市場価格性（国際市場価格
連動性）改善  

 
 

3.2 エネルギー生産と構造 

エネルギー生産の拡大推移  

１９９８年から２００１年の減少時期：ア

ジア金融危機と国有企業改革で企業を整

理。零細炭鉱が取り潰され、景気が落ち込

み、生産が減少。 

２００１年からの生産急伸： 温家宝首相

のＷＴＯ加盟、経済活性化。 

生産構成： 

石炭は一定比率７０％保持。 

石油は比率下降。 

天然ガス、水力原子力：比率上昇。 

生産量の伸び：石炭の増産が大。 

 

世界と中国のエネルギー生産構造  

中国生産 ：国内資源立脚政策 

⇒石炭を主７６．７％、石油１０％、水力

８％、天然ガス３．９％、原子力１％＋石
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油を輸入 
供給：石炭６８．７％、石油１８．７％、

水力７．９％、天然ガス３．８％、原子力

１％。化石依存９０％ 
世界平均：石炭２６．５％、石油３４％、

天然ガス２０．９％（化石依存７０％程度）、

原子力５．９％、新エネ９．８％、水力２．

２％⇒中国は、石炭が過度で石油や天然ガ

スや原子力や新エネの割合が少ない。 
日本は、石油と原子力が多く、石炭、天然

ガス、新エネが少ない。 
エネルギー生産動向　万ｔ　　標準炭換算
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世界と中国・日本のエネルギー供給構成％変化
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中国各省のエネルギー生産と消費 構造  

①エネルギー生産余剰省：山西省（最大） 

内蒙古、陝西省、黒龍江省、新疆、河南省、

貴州省、重慶市など。 
② エネルギー不足省：江蘇省（最大）、浙
江省、広東省、上海市、河北省、湖北

省、遼寧省、北京市、広西省、湖南省、

福建省、四川省、吉林省、江西省、天

津市、山東省等 
③  

各省のエネルギー生産と消費2004年　百万㌧ＳＣＥ
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出典；新中国55年資料より

エネルギー余剰省 エネルギー不足省

山西省が顕著な余剰

 

各省の発電量・消費量・不足量のＧＤＰ順

配列図  

GDP と電力消費はほぼ比例するが、発電

と電力消費は比例が崩れ、電力過剰省と不

足省が出る。⇒送電線が必要 
2008年各省の総生産状況
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２００８年各省の電力消費状況
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２００８年各省の発電状況
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２００８年各省の電力不足状況
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過剰省：内蒙古、湖北、山西省、貴省、安

徽省、雲南賞、四川省、陜西省、広西、黒

龍江省  

不足省：広東省、河北省、北京市、上海市、

江蘇省、遼寧省、浙江省、天津市、重慶市 

 

エネルギー輸入と安全保障 

2008 年石油輸入：総計１．７９億㌧  

2009 年速報値：２．０４億㌧ 

2008 年輸入先：中東５０％、アフリカ２

６％、旧ソ連圏１０％ 

紛争地中東とアフリカに約７５％ 

輸入国の多様化： 22カ国以上  

2003 年国家戦略石油備蓄基地建設開始 

第一期基地：鎮海、船山、大連と黄島 

2008 年建設終了 

第二期基地建設中。 

貯蔵庫容量： 

 2,680 ㎥ 1.7億バレル（2,394 万㌧） 

2008 石油備蓄量：21日分 今後：30日分 

（日本 169日、ドイツ 117日、フランス 96

日に比べ少ない。） 

2008 年石油価格暴落は備蓄の好機。 
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中国の石油輸入の地域依存
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エネルギー輸送の現状と課題  

① 石炭輸送 西煤東運と北煤南運 
鉄道輸送 

 ２００７年全国石炭輸送：７０％が鉄道 

全国鉄道輸送石炭量 15.44 億㌧（生産量の

６０．９％）、（全貨物運輸量の４９．３％） 

石炭増産速度高く、鉄道建設速度遅く、鉄

道輸送能力小。 

中国の鉄道運輸量：世界の２４％、平均負

荷は世界水準の４倍 

 第１１次５カ年計画の鉄道建設完成後

の輸送能力：2010年末西煤東運の輸送能力

は 7.5億㌧。  

道路輸送 

 道路輸送は近距離用である。近年増大。

2007年 2.2億㌧。 

水路輸送 

 北煤南運と西煤東運。先ず鉄道で北の石

炭集積港に運び、その後、海運で南部沿海

地方の港に運ぶ。 

運輸能力：2000 年 1.89 億㌧、2007 年 4.5

億㌧。 

鉄道輸送能力は緊迫、鉄道開発も緩慢。水

路輸送と道路輸送は潜在能力あり 

 

②石油天然ガス輸送パイプライン建設 

１）西気東輸建設 

「西部－東部４０００ｋｍ（新疆タリム盆

地―四川―上海）」天然ガス年間２００億

㎥輸送パイプライン 2004年８月 3日完成。

更に、２００８年には第２パイプラインの

計画に着手し、建設中である。 

２）東シベリヤ石油輸送パイプライン建設 

能力３０００万ｔ／年 

中国分１５００万㌧／年 

大慶へのパイプライン：本年９月完成 
中露天然ガスパイプライン東西両線計画図

出典：中国証券報２００９年５月１０日我来説両句（１５）

中国西気東送パイプライン
東シベリア‐太平洋　
　石油管道

中国西気東送管道

北京

大慶

上海

モンゴル

中国

ロシア

イルクーツク

バイカル湖

東線
西線

天然ガスパイプライン

ベレボスナヤ　　　
コズミノ港

スコボロジノ

中国国境まで７０ｋｍ

東シベリア－太平洋（ESPO）石油パイプライン

天然ガス管道

カザフスタン

チタ

クラスノトゥリンスク

ガルダ‐アラバエフスク アンガルスク

ハバロフスク

タイシェト

ウラジオストック　

 
 

中国エネルギー環境問題の状況 

１．石炭燃焼の排ガス 

 SOｘや NOｘや煤煙大気汚染 

２．自動車の排ガス 

  NOｘ大気汚染 

SO2排出量２００６年ピーク後減少。 
発電は脱硫装置の設置と小火力発電所の

停止によって２００８年は２００７年に

比べ１５％以上の削減を行っている。  

 
中国の大気品質（環境）基準 環境空気質量基準GB 3095－1996

汚染物
名

期間
日本環境基準

一級標準 二級標準 三級標準 濃度単位

年平均 0.02 0.06 0.1

SO2 日平均 0.05 0.15 0.25 ０．０４ｐｐｍ（0.107ｍｇ/
ｍ３）

1時間平均 0.15 0.5 0.7 0.1ｐｐｍ

窒素酸
化物

年平均 0.05 0.05 0.1 mg/m3 0.036～0.06

NOx 日平均 0.1 0.1 0.15 標準状態 ０．０７７～０．１１５

1時間平均 0.15 0.15 0.3
二酸化
窒素

年平均 0.04 0.04 0.08

NO2 日平均 0.08 0.08 0.12 ０．０４～０．０６ｐｐｍ

1時間平均 0.12 0.12 0.24
PM10 年平均 0.04 0.1 0.15

日平均 0.05 0.15 0.25
mg/m3

ｍg/m3

mg/m3

濃度限值

 中国全国のSO2排出量　万㌧　中国統計年鑑２００９

199 5 1948 1927
2158 2255

2549 25 89 246 8

2 32 1

0

500

1000

1500
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2500

3000

20 00 200 1 2002 2003 2004 2005 2 006 200 7 2008

 

2008年　中国の大気環境基準を満たす都市数

一級 二級 三級 三級以下 合計

都市数 21 378 113 7 519
％ 4 72.8 21.8 1.4

出典　２００９中国節能減排産業発展報告
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２００８年　中国５大電力会社の主要汚染物総排出量の削減状況

単位
中国華能集
団

中国大唐
集団

中国華電
集団

中国国電集
団

中国電力
投資集団

火力発電設備容量 万ｋW 7305.6 6406.9 5728.3 6253.4 3676.2

脱硫装置容量 万ｋW 5682.9 5443 4340.5 4697.7 2478
発電量 億ｋWh 3448 3013 2505 2845 1745

閉鎖小発電容量 万ｋW 65 199 121 116 148
２００８年SO2排出量 万㌧ 114.9 112.1 116.5 128.5 91.2
対前年削減SO2　％ ％ 15.18 21.23 18.91 17.61 16.03

出典：２００９中国節能減排産業発展報告  
中国各省の二酸化イオウSO2排出量推移
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炭酸ガス最大排出
国化　世界へ影響

化石燃料依存９０％

環境問題　CO2、
SOｘ、NOｘ、煤煙

石油輸入依存５０％以上

国内石油資源枯渇問題

省エネ・リサイクル・
LED照明普及

車社会到来　石油消費急伸

環境対策

中国エネルギーの資源・環境・輸送・安全問題

石炭過剰消費

輸送問題

山元発電

内陸空冷原子力

脱石炭石油･原子力・新エ
ネ重視　

送電能力不足

水力ダム

地震決壊　

　季節性

海上輸送路の紛争多発

備蓄　　　　　　

輸入先多様化
パイプ輸送　

市場価格化
　環境税

消費削減

大災害　
不安定

 
 
中国の２０５０年に向けての科技発展戦

略 持続可能エネルギーと資源体系 

中国科学院 創新 2050 

２０５０年エネルギー総量⇒現状の２倍 

一人当たりは日本人並み 

化石燃料比率     ⇒現状の半分 

新エネと再生可能Ｅ 現状 6.5％⇒45% 

原子力  現状 0.8%⇒10% 約 280ＧＷ 

ＧＤＰ当たりＥ消費と炭酸ガス排出⇒

2007年の７分の１と 8.7分の１ 

石炭埋蔵発見率 現状３０％⇒７０％ 

採鉱製錬資源回収 現状３０％⇒８０％ 

石油埋蔵発見率 現状３９％⇒７０％ 

平均原油採掘率 現状３０％⇒６０％ 

非在来オイルガス代替率 ３０～４０％ 
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  年 単位 2007 2020 2030頃 2050頃 

総量 億ｔce 26.6 45 60 66 

エネルギー構成      

化石燃料 ％ 92.7 80 66 45 

新エネと再生可能エネ（水力） ％ 6.5（6.5） 16 27 45 

原子力 ％ 0.8 4 7 10 

省エネ率＊１ ％  対2005年50 60 40 

炭酸ガス排出低減率＊２ ％  対2005年50 約50 約60 

炭酸ガス排出 ｔC０2/万元 3.13 1.81 0.91 0.36 

持続可

能エネ

ルギー

体系 

１万元GDP当り消費E㌧ ｔce/万元 1.07 0.62 0.25 0.15 

 ＊１省エネ率 ： 単位GDP当たりのエネルギー消費の対前期下降率％

＊２炭酸ガス排出低減率 ： 万元GDP炭酸ガス放出量の対前期下降率 ％

年 単位 2005 2006 2007 2008 

GDP 兆元 18.2 20.9 24.7 30.1 

エネルギー消費 億tce 22.5 24.6 26.5 28.5 

１万元GDP当り消費 tce/万元 1.24 1.18 1.07 0.947 

中国統

計 

㌧炭酸ガス/万元GDP tCO2/万元 3.63 3.45 3.13 2.77 
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  年 単位 2007 2020 2030頃 2050頃 

 埋蔵資源発見率 ％ 30 50 50 70 

探査深度 ｍ 500 東中部2000 西部2000 4000 

採鉱製錬資源総回収率 ％ 30 50 70 80 

同上国際水準 ％ 50    

各種有用資源総合利用率 ％ 35 45 60 80 

尾鉱利用率 ％ 10以下    

石炭等

固体資

源 

代替とリサイクル利用率 ％  ２０～４０ ３０～５０ ４０～５０ 

石油確認埋蔵量 億㌧ 650 833 1000 1170 

発見率 ％ 39 50 60 70 

天然ガス確認埋蔵量 兆ｍ３ 25 30 60 70 

発見率 ％ 24.6 30 50 60 

ｍ 東部3500 
ボーリング深度 

 西部4500 
8000 10000 12000 

平均原油採集率 ％ 30 40 50 60 

大刑油田、勝利油田 ％ 70    

石油ガ

ス 

非在来オイルガス代替率 ％  10 20 30～40 

 

中国の２０５０年に向けての科技発展戦略 持続可能エネルギーと資源体系２

出展：中国科学院 創新2050より作成  

1

上海

四川盆地

タリム盆地

台湾

海南島

朝鮮

山東半島

渤海湾
香港

インド

インドシナ

チベット高原

福建

中原 首都 北京

日本
日中科学技術交流協会 事務局長

2010年６月１０日(火）

永崎 隆雄   



2010（平成 22）年９月 20日    日中科学技術     N0.133/134 
 

 

12 

12 

 

第２２回理事会 
  

 第２２回理事会は、2010年５月６日に、
協会事務所にて開催され、以下が議論され
た。 
 

① 2009 年度事業報告 
中国大使館 呉松さん離任送別会、

JCSTEA 中国サロン実施の追加、講演会の題

名・講師名などの補充後、承認された。 

② 2009 年度決算報告  承認された。 
③ 2010 年度事業計画 
 新疆科学院交流と JCSTEA 中国語サロン

を追記し、国際会議の後援・共催に信号処

理国際会議と日中原子力材料シンポ（京

都）を追記し、承認された。 

④ 2010 年度収支予算  承認された。 
⑤ 事務局長の役員報酬  承認された。 
⑥ 借入金        承認された。 
⑦ 理事の選任      承認された。 

 

 

第７回総会 
 

 第７回総会は、2010年６月10日に、東京大

学本郷山上会館にて開催され、出席１４名、

表決委任者３３名、合計４７名が確認され、

事務局長より会員数８５名の過半数４３

名を超えており、総会が成立していること

が確認され、以下を議論した。 

 

第１号議案 ２００９年度事業報告 

 有山理事長から報告があり、審議の結果、

全員一致で承認された。 
第２号議案 ２００９年度決算報告 
永崎事務局長から２００９年度特定非営

利活動にかかる事業会計収支計算書、その

他の事業会計収支決算書、会計財産目録、

梶井監事、榎本監事の正確妥当である旨の

捺印のある貸借対照表の報告がなされた。

審議の結果、全員一致で承認された。 

第３号議案 ２０１０年度事業計画 

有山理事長から説明がなされ、審議の結

果、６月１１日重慶大学来日団との交流を

追加し、全員一致で承認された。 

第４号議案 ２０１０年度収支予算 

永崎常務理事・事務局長から説明がなさ

れ、審議の結果、全員一致で承認された。 

奨励賞の２基金の不足分は寄付で充当

するか、日中科学技術交流基金を流用する

か理事会で決める。 

第５号議案  事務局長の役員報酬 

 審議の結果、全員一致で異議無く原案の

通り承認された。 

第６号議案 借入金 

 審議の結果、全員一致で異議無く原案の

通り承認された。 

第７号議案 理事選任の件 

理事と監事は任期中であり、重任するこ

とが承認された。 

 

報告事項  

会員の入退会   

正会員  入会４名 退会 1名 

賛助会員 退会２社 

2010 年６月１０日会員数 

正会員８５名、学生会員２名 

賛助会員３社（４口）、名誉会員２名 
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